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研究成果の概要（和文）：アメーバ経営の導入に関する定性的および定量的な実証研究を行い、

導入の促進／阻害要因を解明できた。特に、導入の各フェーズにおけるマネジメントの方法に

違いがあること、各コンポーネントが組織に対して異なる成果をもたらすことがわかった。 
 
研究成果の概要（英文）：: We conducted qualitative and quantitative empirical research on 
the Amoeba system, which verifies positive and negative factors for successful 
implementation. Specifically, we find differences among implementation phases, which 
bring different impacts on the organizational performance. 
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１．研究開始当初の背景 
 京セラが行っているアメーバ経営のユニ
ークなシステムデザインについての研究は、
米国の研究者の先駆的著作（Cooper, 1995）
がきっかけとなり、その後は日本人研究者ら
によってが盛んに行われてきた。たとえば、
日次決算、利益計算方法、社内での材やサー
ビスの売買、エンパワメント型権限委譲、柔
軟な組織分裂・統合などのメカニズムが明ら
かになった（谷,1997; 三矢,1997; 上總・澤
邉, 2005; 挽, 2007）。このような研究の隆盛
と並行し、アメーバ経営を創始した京セラ名
誉会長稲盛和夫氏の一連の著作や、TV・ビジ
ネス雑誌でも、京セラの社内でどのようにア

メーバ経営が実践されているかについて広
く世間に紹介された。その結果、この１５年
ほどの間に、中小企業を中心に 300 社ほどの
日本企業がアメーバ経営を導入するという、
一大ブームが起きている。 
 しかし、上述のとおり、企業を取り巻く諸
条件の違いから、すでに京セラに定着したア
メーバ経営と、他社で新たに導入されるアメ
ーバ経営とが同一ではありえない。近年、管
理会計分野では、システムデザインの問題か
ら分離し、導入のマネジメントに焦点を当て
る研究領域（以下『導入研究』）が確立され
てきたが、そこでの基本的な考え方は「シス
テム導入は組織変革を伴うダイナミックな
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経営現象である。たとえ優れたデザインを持
ったシステムであってもそのプロセスマネ
ジメントを誤れば、導入が必ずしも成功する
とは限らない」である（谷, 2004）。このよう
な主張を踏まえると、これまでの京セラのア
メーバ経営の研究で蓄積された知見を、導入
企業のケースに適用することに限界がある
ことは明らかである。 
 これまで、アメーバ経営の導入プロセス・
成果に取り組んだ実証的研究としては、三矢
（2003）や劉・三矢・加護野（2006）など限
定的である。しかも、前者では導入企業２社
でのケース研究と１社での質問票調査、後者
は導入企業１社でのインテンシブなアクシ
ョンリサーチであった。そのため、それらの
成果は体系的とはいいがたく、研究成果を一
般化することは難しい。アメーバ経営の導入
に日々苦闘している企業に対して、有益な処
方箋を与えられるには至っていない。 
 研究代表者の三矢と研究分担者の谷は、ア
メーバ経営研究および導入研究に長年従事
してきた。これまでの成果をさらに発展させ
るべく、本研究はその延長線上に位置づけら
れる。すなわち、アメーバ経営の導入企業に
おいて果たしてどのような組織現象が起き
ているのか、それらが組織業績にどのような
影響を及ぼすのかについて、より体系的な研
究を行い、研究上のブラックボックスを解明
しようとするものである。アメーバ経営を成
功裏に導入するための促進・阻害要因を抽出
することができれば、導入企業の実務上の課
題解決にも寄与できる。以上が、本研究の着
想に至った経緯である。 
 
２．研究の目的 
 研究の全体構想は、アメーバ経営を導入し
た後に定着しつつある企業（複数）に焦点を
当て、そこでの導入実態を解明するとともに、
導入プロセスのマネジメントが企業や部門
の業績に与える影響を明らかにすることで
ある。この構想に至った背景には次のような
認識がある。すなわち、約５０年前に京セラ
で独自に開発・醸成されてきたアメーバ経営
は、この 10～15 年ほどの間に、日本発の優
れた経営管理システムとして大いに注目を
集め、急速に日本企業の間で普及しはじめて
いる。しかしながら、事業環境、経営資源の
質と量、歴史などが異なる導入企業のアメー
バ経営は、京セラの、しかも既に社内に定着
して安定的・効率的に運営されているアメー
バ経営と同一である保証はない。新たに経営
管理システムを導入するフェーズでは、組織
変革が必然的に起こるという事実を看過す
ることはできない。安定状態を前提とした京
セラのアメーバ経営に関する研究で得られ
た知見は、そのまま導入企業に適用されると
は限らないのである。 

 
 その中で、本研究の具体的な目的は、複数
のアメーバ経営導入企業から定性的および
定量的なデータを入手し、(a)導入プロセスで
どのようなシステム修正・強化が行われてい
るか、(b)導入プロセスでどのような促進・阻
害要因が影響を及ぼすのか、(c)導入後の各フ
ェーズの段階において業績改善が観察され
るようになるのか、(d)導入プロセスでのさま
ざまな条件やイベントが組織の業績に対し
てどのように影響を及ぼすのか、の４つの研
究関心に沿った分析を行うことである。 
 
３．研究の方法 
 定性的方法として、アメーバ経営の導入企
業（アクテック、京セラケミカル、京セラミ
タ）に対してインテンシブなヒアリングおよ
び観察調査を行った。特にアクテックの場合
は２０年弱の導入経験のリサーチサイトで
ある。また、京セラケミカルと京セラミタは
M&A で京セラグループに入った会社である。
すべてのリサーチサイトが、既存の研究で扱
っていないタイプのものであり、アメーバ経
営導入の多様性をつかむには最適なもので
あった。 
 定量的な方法として、質問票調査を実施し
た。文献研究および上記の定性的な研究から
のファインディングスを検討し、質問票を開
発した。これをアメーバ経営の導入コンサル
テーションを行う KCMC 社の協力を得て、
アメーバ経営の導入企業約３００社へ発送
した。回収されたおよそ１００通の回答を分
析した。 
 また、当初設定していた上記の研究に加え
て、最終年度に JAL におけるアメーバ経営の
研究をキックオフできた。調査は平成２４年
度以降に本格化するが、基本的には定性的な
アプローチ（インタビュー、内部資料閲覧、
会議等の観察）で実施する予定である。 
 
４．研究成果 
（１）定性的な方法に関して、アクテック、
京セラケミカル、京セラミタの３本のケース
スタディを公表した。内部振替価格の設定や
月次会議の進め方やチェンジ・エージェント
の役割について、これまで我々が知っていた
方式とは異なる実務があることを発見でき
た。また、導入企業の実態を少数サンプルか
ら知り、検証目的の質問票開発へのヒントを
得るという点で、定性的な研究は質量ともに
十分なものであった。 
 その中で、アクテック研究の主要な発見事
項は、以下のとおりである。「アメーバ経営
導入直後には大きな混乱が起きるが、ほどな
く採算意識の向上などの成果があらわれる」
「その後、アメーバ経営への過剰適応からセ
クショナリズムなどの問題が起こる」「経営



 

 

理念の教育を行うことでアメーバ経営は再
活性化し、全体最適を志向するようになる」
「アメーバ経営の導入時にすべてのコンポ
ーネントがフル装備されるわけではなく、逐
次的に追加されるものもある」「アメーバ経
営の礎が築かれた後、より積極的な経営へと
進化する」となる。 
 京セラミタのケースの結論は以下のとお
りである。被買収企業の優秀な人材を繋ぎと
め，組織を活性化することが重要であった。
京セラと三田工業の組織文化の違いは大き
かった。そのもとで，クライアントのモチベ
ーションを高めつつ，価値観や目標達成に対
する姿勢などを変える取り組みが必要であ
った。時間当り採算，アカウンタビリティを
考慮したアメーバという組織構造，そしてフ
ィロソフィなどが，そのためのパッケージと
して導入された。戦略実施のためにクライア
ントの考え方や行動を変える複数のコント
ロールをエージェントは用いており，特に有
機的コントロールが強く用いられていた。そ
の結果，組織変革が進み，事業が再生された。
以上を総合的にとらえれば，ポスト M&A にお
ける戦略実施に管理会計システムの導入は
有効であった。 
 京セラケミカルについては紙幅の関係上
割愛するが、京セラミタと同様に、チェンジ
エージェントの役割を明らかにしたことを
述べておきたい。 
 
（２）定量的方法に関して、回収したデータ
の解析において、残念ながらデータに大幅な
天井効果が出ていたが、データは理論を裏付
けたり、理論を超えた新たな知見を与えてく
れるものなどがあった。これらを実務家や京
セラのコンサルタントらの前でたびたびプ
レゼンテーションを行い、解釈を行った。幸
いにして、継続企業のみならず、中止企業か
らも一定数の回答を得られたので、両グルー
プ間の比較を行うことができた。 
 データ解析を慎重に行ったために執筆を
最終年度中に行うことは出来なかった。当初
は国内外の学会発表と学術雑誌の投稿を目
指していたが、データ、内容から判断して、
ビジネスマンの集う産学連携のフォーラム
での発表と、ビジネス雑誌の投稿に切り替え、
目下準備中である。「企業会計」に三ヶ月連
続での掲載が内定している。 
 質問票調査の結果は以下の５点にまとめ
られる。第１に，経営トップの交代という要
素が，アメーバ経営の継続・中止に影響して
いる可能性がある。データでは，中止企業は，
半数以上がトップ交代を経験している。この
ことから得られる教訓としては，アメーバ経
営の採用を決定した経営トップは，次の世代
に交代するまでに，アメーバ経営を定着させ
ておかなければならない。第２に，アメーバ

経営の導入効果のなかでは「経営の見える
化」という成果が，継続企業・中止企業を問
わず，極めて高かった。経営を「見える化」
するとは，業務上の課題が明らかになったり，
トップの意思決定に迷いがなくなることで
あるが，これにアメーバ経営の導入が役に立
っている。第３に，上記の通り，見える化が
進んでいるにもかかわらず，導入前に期待さ
れている財務上の成果（利益・売上の増大）
は，導入後に十分な改善ができたと認識され
ていないようである。そもそも，財務成果は，
業種や事業環境の影響を受けるであろうし，
実際に効果に結びつくまでには時間を要す
るため，アメーバ経営の導入によって即座に
もたらされるものではない。第４に，継続企
業は，中止企業に比べて人材育成の成果を上
げているし，アメーバ経営全般に対する満足
度も高い。ここから，人が育たなければ，ア
メーバ経営は定着しないということが読み
取れる。言い換えると，これまで多くの書籍
等で言われていた通り，人材の育成がアメー
バ経営の根幹であり，導入企業はこの点に最
大限の注力をすべきであることがわかる。第
５に，アメーバ経営の負担や課題として，継
続企業・中止企業ともに「帳票記入の手間」
と「会議の長さ」が指摘された。ただし，継
続企業よりも、中止企業の方がそれらを圧倒
的に負担と感じていた。また，これらの項目
への不満はアメーバ経営全般に対する満足
度を引き下げていた。おそらく，アメーバ経
営から相応の成果を得ている企業や，アメー
バ経営にとって帳票記入や会議が不可欠と
考えているトップは，これらの項目の意義を
理解し，取り組んでいるのであろう。 
 
（３）これらの成果に加えて、研究実施計画
には想定していなかったが、JAL へのアメー
バ経営導入の調査機会を得て、H２３年度中
に調査を開始した。今後、これらの新しい研
究結果を加え、このプロジェクト全体の定性
的・定量的研究のすべての結果を包含する論
文を執筆する予定である。 
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